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●
は
じ
め
に

二
〇
一
五
年
末
に
フ
ラ
ン
ス
の
パ
リ

で
開
催
予
定
の
国
連
気
候
変
動
枠
組
条

約
（U

nited N
ations Fram

ew
ork 

Convention on Clim
ate Change

：

Ｕ
Ｎ
Ｆ
Ｃ
Ｃ
Ｃ
）
の
第
二
一
回
締
約
国

会
議
（Conference of Parties

：
Ｃ

Ｏ
Ｐ
21
）
に
向
け
て
、
現
在
、
各
締
約

国
が
国
際
交
渉
を
急
い
で
い
る
。
一
九

九
四
年
の
条
約
発
効
以
来
、
二
一
回
目

と
な
る
こ
の
パ
リ
会
議
で
は
、「
ポ
ス

ト
京
都
議
定
書
」
と
し
て
、
二
〇
二
〇

年
以
降
の
気
候
変
動
政
策
を
規
定
す
る

国
連
決
議
が
採
択
さ
れ
る
見
込
み
で
は

あ
る
が
、
実
施
手
順
や
細
則
な
ど
の
決

定
を
め
ぐ
っ
て
、
パ
リ
会
議
ま
で
の
一

年
間
、
さ
ら
な
る
協
議
が
必
要
に
な
る

と
み
ら
れ
る
。

本
稿
で
は
、
こ
れ
ま
で
の
国
際
交
渉

に
お
け
る
重
要
な
出
来
事
と
成
果
を
整

理
し
、
気
候
変
動
政
策
の
進
展
に
影
響

を
与
え
た
要
因
を
分
析
す
る
。
特
に
筆

者
が
参
加
し
た
二
〇
一
四
年
一
二
月
ペ

ル
ー
の
首
都
リ
マ
で
開
催
さ
れ
た
締
約

国
会
議
に
お
け
る
議
論
を
振
り
か
え
り
、

二
〇
二
〇
年
以
降
の
国
際
枠
組
み
で
あ

る
「
ポ
ス
ト
京
都
議
定
書
」
の
中
核
的

制
度
に
関
し
、
現
状
と
今
後
の
課
題
を

明
ら
か
に
す
る
。

●
「
ポ
ス
ト
京
都
議
定
書
」の
制
度

構
築
―
緩
和
・
適
応
・
資
金
・

技
術
移
転
―

二
〇
〇
五
年
に
発
効
し
た
Ｕ
Ｎ
Ｆ

Ｃ
Ｃ
Ｃ
の
「
京
都
議
定
書
」（K

yoto 
Protocol

）
の
第
一
約
束
期
間
（
二
〇

〇
八
〜
二
〇
一
二
年
）
は
す
で
に
終
了

し
、
二
〇
一
三
年
に
ス
タ
ー
ト
し
た
第

二
約
束
期
間
も
二
〇
二
〇
年
に
満
期
を

迎
え
る
（
国
連
決
議
で
は
こ
の
よ
う
に

定
め
ら
れ
て
い
る
が
、
二
〇
一
五
年
一

月
現
在
で
は
未
発
効
と
な
っ
て
い
る
）。

京
都
議
定
書
の
下
に
お
い
て
、
中
国
や

イ
ン
ド
な
ど
新
興
国
の
不
参
加
や
、
ア

メ
リ
カ
国
内
で
批
准
さ
れ
て
い
な
い
た

め
に
、
温
室
効
果
ガ
ス
（Greenhouse 

gases

：
Ｇ
Ｈ
Ｇ
ｓ
）の
排
出
削
減
義
務

を
負
っ
て
い
る
国
々
が
占
め
る
排
出
量

の
割
合
は
、
世
界
全
体
の
四
分
の
一
に

も
満
た
な
い（W

orld Resources In-
stitute

：CA
IT
 2.0,

二
〇
一
一
年
デ
ー

タ
）。
し
た
が
っ
て
、
Ｇ
Ｈ
Ｇ
ｓ
排
出

量
削
減
の
観
点
か
ら
京
都
議
定
書
の
有

効
性
は
低
い
と
い
わ
ざ
る
を
得
な
い
。

一
方
、
京
都
議
定
書
と
は
別
に
、
Ｕ

Ｎ
Ｆ
Ｃ
Ｃ
Ｃ
そ
の
も
の
の
下
に
そ
れ
ぞ

れ
の
締
約
国
が
約
束
や
行
動
を
す
る
国

際
交
渉
が
進
ん
で
い
る
。
例
え
ば
Ｕ
Ｎ

Ｆ
Ｃ
Ｃ
Ｃ
締
約
国
は
、
二
〇
〇
七
年
の

Ｃ
Ｏ
Ｐ
13
で
採
択
さ
れ
た
「
バ
リ
行
動

計
画
」（Bali A

ction Plan

）に
基
づ
き
、

気
候
変
動
問
題
の
「
緩
和
策
」（M

iti-
gation

）、「
適
応
策
」（A

daptation

）

の
推
進
と
「
資
金
」（Finance

）・「
技

術
移
転
」（T

echnology transfer

）
制

度
の
確
立
な
ど
に
取
り
組
ん
で
い
る
。

緩
和
策
と
は
人
為
起
源
の
気
候
変
動
の

抑
制
を
目
的
と
し
た
対
策
で
あ
り
、
適

応
策
は
気
候
変
動
に
よ
り
生
じ
る
影
響

の
抑
制
を
目
的
と
し
た
対
策
で
あ
る
。

ま
た
資
金
と
技
術
移
転
は
、
前
記
の
適

応
・
緩
和
策
を
含
む
取
組
み
へ
の
出
資

と
技
術
面
で
の
支
援
を
指
し
て
い
る
。

ま
ず
緩
和
策
に
つ
い
て
は
、
気
候
変

動
の
深
刻
化
を
一
定
程
度
に
抑
制
す
る

た
め
、
各
国
が
二
〇
〇
九
年
の
Ｃ
Ｏ
Ｐ

15
で
作
成
さ
れ
た
「
コ
ペ
ン
ハ
ー
ゲ
ン

合
意
」
に
基
づ
き
、「
産
業
革
命
以
降

に
お
け
る
世
界
平
均
気
温
の
上
昇
を
摂

氏
二
度
以
内
に
抑
え
る
」、
い
わ
ゆ
る

「
二
度
目
標
」
に
合
意
し
た
。
こ
の
二

度
目
標
を
達
成
す
る
た
め
、
各
締
約
国

は
二
〇
二
〇
年
ま
で
な
い
し
そ
れ
以
降

の
排
出
削
減
目
標
を
自
主
的
に
設
定
し

て
い
る
。
し
か
し
気
候
変
動
に
対
す
る

脆
弱
性
が
高
い
開
発
途
上
国
は
、
Ｇ
Ｈ

Ｇ
ｓ
排
出
量
の
削
減
余
地
が
非
常
に
限

ら
れ
て
い
る
た
め
、
緩
和
策
に
難
色
を

示
し
て
い
る
。

一
方
適
応
策
に
つ
い
て
は
、
開
発
途

上
国
は
そ
の
重
要
性
を
強
調
し
、
適
応

策
を
緩
和
策
と
同
様
に
扱
う
べ
き
で
あ

る
と
主
張
し
て
き
た
。
二
〇
〇
六
年
の

Ｃ
Ｏ
Ｐ
12
ナ
イ
ロ
ビ
会
議
で
は
、「
気

候
変
動
の
影
響
、
気
候
変
動
に
対
す
る

脆
弱
性
お
よ
び
適
応
の
科
学
的
、
技
術

的
お
よ
び
社
会
的
側
面
に
関
す
る
五
カ

年
作
業
計
画
」（
適
応
五
カ
年
作
業
計

画
）
が
採
択
さ
れ
、
同
作
業
計
画
の
下

で
気
候
変
動
の
影
響
と
脆
弱
性
、
適
応

計
画
の
作
成
、
必
要
な
措
置
、
行
動
な

ど
が
議
論
さ
れ
た
。
そ
の
後
二
〇
一
〇

年
の
Ｃ
Ｏ
Ｐ
16
カ
ン
ク
ン
会
議
で
は
、

採
択
さ
れ
た
「
カ
ン
ク
ン
合
意
」
に
基

づ
き
「
カ
ン
ク
ン
適
応
フ
レ
ー
ム
ワ
ー

ク
」
が
設
置
さ
れ
、
国
別
適
応
計
画
の
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作
成
、
適
応
委
員
会
の
構
成
と
作
業
の

手
順
な
ど
が
規
定
さ
れ
た
（
参
考
文
献

①
）。資

金
と
技
術
移
転
は
、
緩
和
策
と

適
応
策
の
推
進
に
大
き
く
関
わ
っ
て

い
る
。
例
え
ば
既
存
の
地
球
環
境
フ

ァ
シ
リ
テ
ィ
（Global Environm

ent 
Facility

：
Ｇ
Ｅ
Ｆ
）
が
運
営
す
る
適

応
基
金
、
特
別
気
候
変
動
基
金
と
後
発

開
発
途
上
国
基
金
に
加
え
、
前
述
の

「
カ
ン
ク
ン
合
意
」
で
新
た
に
設
立
さ

れ
た
基
金
と
し
て
、「
緑
の
気
候
基
金
」

（Green Clim
ate Fund

：
Ｇ
Ｃ
Ｆ
）

が
あ
る
。
Ｇ
Ｃ
Ｆ
は
、
先
進
国
に
よ
る

出
資
の
下
で
開
発
途
上
国
の
緩
和
策
と

適
応
策
の
実
施
を
支
援
し
て
お
り
、
Ｃ

Ｏ
Ｐ
20
リ
マ
会
議
ま
で
に
Ｇ
Ｃ
Ｆ
の
初

期
動
員
へ
の
拠
出
額
が
初
め
て
一
〇
〇

億
米
ド
ル
を
超
え
る
な
ど
、
途
上
国
支

援
の
要
と
し
て
重
要
視
さ
れ
て
い
る
。

技
術
移
転
に
関
す
る
制
度
に
は
、「
カ

ン
ク
ン
合
意
」
に
基
づ
き
技
術
移
転
を

推
進
す
る
枠
組
み
と
し
て
設
置
さ
れ
た
、

「
技
術
執
行
委
員
会
」（T

echnology 
Executive Com

m
ittee

：
Ｔ
Ｅ
Ｃ
）と

「
気
候
技
術
セ
ン
タ
ー
・
ネ
ッ
ト
ワ
ー

ク
」（Clim
ate T

echnology Cen tre 
and N

etw
ork

：
Ｃ
Ｔ
Ｃ
Ｎ
）
の
二
つ

が
あ
る
。
前
者
は
技
術
移
転
に
関
す
る

方
針
と
政
策
決
定
を
行
う
の
に
対
し
、

後
者
は
実
施
の
た
め
の
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク

構
築
を
目
指
し
て
い
る
。
Ｃ
Ｔ
Ｃ
Ｎ
は

気
候
変
動
対
策
技
術
の
移
転
と
普
及
を

進
め
る
た
め
に
、
開
発
途
上
国
側
の
技

術
移
転
要
請
と
先
進
国
の
も
つ
環
境
技

術
と
の
マ
ッ
チ
ン
グ
を
行
っ
て
い
る
。

Ｔ
Ｅ
Ｃ
と
Ｃ
Ｔ
Ｃ
Ｎ
は
共
に
開
発
途
上

国
へ
の
技
術
支
援
を
目
的
と
し
て
お
り
、

Ｃ
Ｏ
Ｐ
に
年
次
報
告
を
提
出
し
て
い
る
。

こ
の
よ
う
に
、
緩
和
・
適
応
策
お
よ

び
資
金
と
技
術
移
転
に
関
す
る
諸
制
度

が
徐
々
に
形
成
さ
れ
て
き
た
が
、
実
施

に
関
す
る
細
則
や
手
順
な
ど
は
引
き
続

き
交
渉
の
対
象
と
な
っ
て
い
る
。
特
に

緩
和
策
に
つ
い
て
は
、
二
〇
一
五
年
末

の
パ
リ
会
議
ま
で
に
開
発
途
上
国
を
含

む
「
す
べ
て
の
締
約
国
」
は
自
国
の
事

情
を
勘
案
し
、
排
出
削
減
目
標
な
ど
を

公
表
す
る
必
要
が
あ
る
こ
と
か
ら
、
こ

れ
か
ら
そ
の
指
針
や
手
続
き
な
ど
を
策

定
し
て
い
か
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

●「
す
べ
て
の
締
結
国
」に
よ
る「
国

別
約
束
」

京
都
議
定
書
の
第
一
約
束
期
間
に
は
、

先
進
国
と
旧
ソ
連
諸
国
を
中
心
と
し
た

一
部
の
締
約
国
の
み
に
排
出
削
減
義
務

が
課
さ
れ
て
い
た
。
こ
れ
ら
の
削
減
義

務
に
関
す
る
数
値
目
標
は
同
議
定
書
に

よ
っ
て
定
め
ら
れ
て
お
り
、
達
成
で
き

な
か
っ
た
場
合
に
ペ
ナ
ル
テ
ィ
な
ど
の

罰
則
が
適
用
さ
れ
る
。
二
〇
一
三
年
か

ら
二
〇
二
〇
年
ま
で
の
第
二
約
束
期
間

は
ま
だ
正
式
に
発
効
し
て
お
ら
ず
、
米

中
日
な
ど
の
主
要
経
済
国
に
も
排
出
削

減
な
ど
の
義
務
が
課
さ
れ
て
い
な
い
が
、

主
要
国
の
そ
れ
ぞ
れ
は
自
主
的
な
目
標

を
提
出
し
て
お
り
、
取
り
組
み
を
進
め

て
い
る
（
表
１
）。

一
方
、
二
〇
二
〇
年
以
降
の
枠
組
み

に
関
し
て
は
、
二
〇
一
一
年
の
Ｃ
Ｏ
Ｐ

17
ダ
ー
バ
ン
会
議
に
お
い
て
、「『
す
べ

て
の
締
約
国
』
に
適
用
さ
れ
る
、
条

約
の
下
で
の
議
定
書
、
別
の
法
的
文

書
、
ま
た
は
法
的
効
力
を
有
す
る
合
意

さ
れ
た
成
果
を
作
成
す
る
プ
ロ
セ
ス
を

開
始
す
る
」
と
い
う
文
言
が
「
ダ
ー
バ

ン
合
意
」
に
盛
り
込
ま
れ
た
（
参
考
文

献
②
）。「
す
べ
て
の
締
約
国
」
と
い
う

記
述
に
は
、
排
出
削
減
の
責
任
を
先
進

国
の
み
が
負
う
べ
き
だ
と
の
従
来
の
Ｕ

Ｎ
Ｆ
Ｃ
Ｃ
Ｃ
の
原
則
を
修
正
す
る
と
い

う
、
先
進
国
の
意
図
が
込
め
ら
れ
て
い

る
。
現
在
各
国
は
、
二
〇
一
二
年
か
ら

Ｕ
Ｎ
Ｆ
Ｃ
Ｃ
Ｃ
の
下
部
組
織
と
な
っ

た
「
強
化
さ
れ
た
行
動
の
た
め
の
ダ
ー

バ
ン
・
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
特
別
作

業
部
会
」（T

he A
d H
oc W

orking 
Group on the D

urban Platform
 

for Enhanced A
ction

：
Ａ
Ｗ
Ｇ
―

Ａ
Ｄ
Ｐ
）
の
下
で
交
渉
を
進
め
て
い
る
。

二
〇
二
〇
年
以
降
の
枠
組
み
の
う
ち
、

緩
和
策
の
推
進
に
お
い
て
最
も
重
要
な

部
分
と
な
る
の
は
、事
前
協
議
型
の「
国

別
約
束
草
案
」（Intended N

ationally 
D
eterm

ined Contributions

：
Ｉ
Ｎ

Ｄ
Ｃ
ｓ
）
の
提
出
、
審
議
、
そ
し
て
実

施
で
あ
る
。
Ｉ
Ｎ
Ｄ
Ｃ
ｓ
は
先
進
国
と

開
発
途
上
国
を
含
む
全
て
の
締
約
国
が

提
出
す
る
も
の
で
あ
る
が
、
目
標
と
行

動
の
設
定
は
各
国
の
裁
量
に
委
ね
ら
れ

て
い
る
。
自
主
的
約
束
と
は
い
え
、
リ

マ
会
議
で
は
Ｉ
Ｎ
Ｄ
Ｃ
ｓ
に
適
応
策
の

設
定
や
開
発
途
上
国
に
対
す
る
支
援
の

提
供
な
ど
も
含
め
る
べ
き
で
あ
る
と
の

意
見
が
強
く
主
張
さ
れ
た
。
ア
メ
リ
カ
、

中
国
、
Ｅ
Ｕ
が
二
〇
二
〇
年
以
降
の
排

出
削
減
目
標
を
そ
れ
ぞ
れ
公
表
し
て
い

る
が
、
Ｉ
Ｎ
Ｄ
Ｃ
ｓ
の
基
本
方
針
と
具

表 1　主要国による排出削減目標

国名 2020 年目標 基準年 2020 年以降目標

アメリカ 排出量 17%減 2005 2025 年まで排出量 26 ～28%減

中国 GDPあたり排出量
40 ～45%減 2005 2030 年まで CO2 の排出量をピーク

アウトさせる

EU 排出量 20%減 1990 2030 年まで排出量 40%減

日本 排出量 3.8%減 2005 未発表

インド GDPあたり排出量
20 ～25%減 2005 未発表

（出所）各国の声明に基づき筆者作成。



53 アジ研ワールド・トレンドNo.234（2015. 4）

2015年「パリ合意」を目指す気候変動交渉―「すべての締約国」は、合意できるか？―

体
的
内
容
な
ど
を
め
ぐ
っ
て
は
、
今
後

も
交
渉
が
続
く
で
あ
ろ
う
（
表
１
）。

●「
大
国
と
し
て
の
特
別
な
責
任
」

―
米
中
合
意
の
影
響
―

リ
マ
会
議
の
三
週
間
前
、
ア
メ
リ
カ

と
中
国
が
ア
ジ
ア
太
平
洋
経
済
協
力
会

議
（
Ａ
Ｐ
Ｅ
Ｃ
）
で
二
国
間
首
脳
会
談

を
実
施
し
、
気
候
変
動
問
題
へ
の
対
処

案
に
つ
い
て
共
同
声
明
を
発
表
し
た

（
二
〇
一
四
年
一
一
月
一
二
日
）。
こ
の

共
同
声
明
に
よ
っ
て
、
先
進
国
と
途
上

国
の
利
害
対
立
に
よ
っ
て
長
い
間
停
滞

し
て
き
た
Ｕ
Ｎ
Ｆ
Ｃ
Ｃ
Ｃ
の
気
候
変
動

交
渉
は
、
前
進
に
向
け
て
大
き
な
一
歩

を
踏
み
出
し
た
と
評
価
で
き
る
だ
ろ
う
。

米
中
共
同
声
明
で
は
、
温
室
効
果
ガ
ス

排
出
削
減
の
数
値
目
標
と
、
排
出
量
を

頂
点
に
到
達
（
い
わ
ゆ
る
「
ピ
ー
ク
ア

ウ
ト
」）
さ
せ
る
時
期
が
そ
れ
ぞ
れ
示

さ
れ
た
。

具
体
的
に
、
ア
メ
リ
カ
は
温
室
効
果

ガ
ス
の
排
出
量
を
二
〇
二
五
年
ま
で
に

二
〇
〇
五
年
基
準
で
二
六
〜
二
八
％
を

削
減
し
、
一
方
で
中
国
は
二
〇
三
〇
年

ま
で
に
二
酸
化
炭
素
（
Ｃ
Ｏ
２
）
の
排

出
量
を
ピ
ー
ク
ア
ウ
ト
さ
せ
る
と
い
う

数
値
目
標
を
公
表
し
た
。
こ
の
タ
イ
ミ

ン
グ
で
の
合
意
に
は
、
米
中
両
国
が
翌

月
の
リ
マ
会
議
に
お
い
て
「
大
国
と
し

て
の
特
別
な
責
任
」
を
強
調
し
、
国
際

的
な
枠
組
み
の
合
意
を
主
導
し
た
い
思

惑
が
あ
っ
た
と
み
ら
れ
る
。

エ
ネ
ル
ギ
ー
・
環
境
分
野
に
お
い
て
、

米
中
の
二
国
間
協
力
は
既
に
広
範
囲
に

展
開
さ
れ
お
り
、
そ
の
分
野
は
省
エ
ネ
、

自
動
車
、
炭
素
の
回
収
・
貯
留
・
隔
離
、

再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
な
ど
多
岐
に
わ

た
る
。
二
〇
一
四
年
の
合
意
で
は
更
に
、

既
存
の
協
力
関
係
の
強
化
を
目
指
す
だ

け
で
は
な
く
、
新
た
な
協
力
項
目
で
あ

る
「
エ
ネ
ル
ギ
ー
と
水
」
の
追
加
や
、

エ
コ
製
品
に
関
す
る
二
国
間
貿
易
や
低

炭
素
型
の
持
続
可
能
な
都
市
構
築
に
関

す
る
新
技
術
の
導
入
促
進
な
ど
、
環
境

協
力
に
よ
り
ビ
ジ
ネ
ス
の
可
能
性
を
広

げ
る
た
め
の
様
々
な
目
標
が
盛
り
込
ま

れ
て
い
る
。

米
中
間
の
環
境
・
気
候
変
動
協
力
は
、

多
分
野
に
わ
た
る
民
間
企
業
の
参
加
に

基
づ
い
て
い
る
だ
け
で
な
く
、
ト
ッ
プ

外
交
に
よ
っ
て
も
力
強
く
推
し
進
め
ら

れ
て
い
る
。
そ
の
土
台
に
あ
る
の
は
、

時
間
を
か
け
て
醸
成
さ
れ
た
政
治
的
環

境
で
あ
る
。
気
候
変
動
問
題
の
対
処
責

任
を
め
ぐ
る
米
中
間
に
あ
っ
た
激
し
い

論
争
と
対
立
関
係
が
大
幅
に
緩
和
さ
れ

た
こ
と
は
、
リ
マ
会
議
を
通
し
て
も
観

察
さ
れ
た
。

例
え
ば
、
ケ
リ
ー
米
国
務
長
官
が
リ

マ
の
Ｃ
Ｏ
Ｐ
20
の
会
場
を
訪
れ
、
米
中

協
力
の
過
程
と
そ
の
成
果
を
取
り
上
げ

な
が
ら
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
技
術
の
革
新
な

ど
に
基
づ
く
経
済
成
長
モ
デ
ル
の
追
求

を
強
調
し
た
。
ま
た
、
交
渉
終
盤
の
本

会
議
で
は
、
一
部
の
開
発
途
上
国
に
よ

る
強
烈
な
反
発
に
対
し
て
中
国
代
表
が

理
解
と
憂
慮
の
立
場
を
示
し
な
が
ら
、

先
進
国
と
の
双
方
に
よ
る
歩
み
寄
り
を

呼
び
か
け
た
。
結
果
的
に
は
ア
メ
リ
カ
、

Ｅ
Ｕ
、
開
発
途
上
国
グ
ル
ー
プ
の
譲
歩

に
よ
っ
て
決
議
が
採
択
さ
れ
、
二
〇
一

五
年
の
「
パ
リ
合
意
」
の
実
現
に
向
け

て
各
国
が
協
力
を
続
け
て
い
く
こ
と
が

全
締
約
国
に
よ
っ
て
確
認
さ
れ
た
の
で

あ
る
。

●
リ
マ
会
議
―
開
発
途
上
国
グ
ル
ー

プ
内
の
不
一
致
が
表
面
化
―

Ｃ
Ｏ
Ｐ
20
で
国
連
決
議
の
「
気
候
行

動
の
た
め
の
リ
マ
声
明
」（D

ecision 
1/CP.20, Lim

a Call for Clim
ate 

A
ction

）
が
採
択
さ
れ
た
が
、
Ａ
Ｗ
Ｇ

―
Ａ
Ｄ
Ｐ
で
の
交
渉
過
程
で
は
開
発
途

上
国
に
よ
る
猛
反
発
が
際
立
っ
て
い
た
。

そ
の
最
大
の
理
由
は
、
将
来
の
枠
組
み

に
よ
る
「
パ
ラ
ダ
イ
ム
・
シ
フ
ト
」
に

対
す
る
強
い
懸
念
で
あ
る
。
二
〇
二
〇

年
以
降
の
枠
組
み
で
は
、「
す
べ
て
の

締
約
国
」
に
よ
る
国
別
約
束
草
案
の
提

出
が
求
め
ら
れ
る
が
、
Ｕ
Ｎ
Ｆ
Ｃ
Ｃ
Ｃ

の
下
で
「
共
通
だ
が
差
異
の
あ
る
責

任
お
よ
び
各
国
の
能
力
」（Com

m
on 

but D
ifferentiated Responsibility 

and Respective Capabilities

：
Ｃ

Ｂ
Ｄ
Ｒ
／
Ｒ
Ｃ
）
と
い
う
原
則
を
強
調

し
、
先
進
国
の
対
処
責
任
と
行
動
を
要

求
し
て
き
た
開
発
途
上
国
は
、
国
別
約

束
草
案
の
提
出
に
よ
っ
て
約
束
や
行
動

を
強
い
ら
れ
る
こ
と
を
懸
念
し
て
い
る

の
で
あ
る
。

途
上
国
グ
ル
ー
プ
が
一
三
〇
カ
国
以

上
に
及
ぶ
な
か
、
当
然
、
そ
の
立
場
は

一
枚
岩
で
は
な
い
。
例
え
ば
、
ア
フ

リ
カ
連
合
（A

frican U
nion

：
Ａ
Ｕ
）

は
緩
和
策
の
み
で
は
な
く
、
適
応
策
も

Ｉ
Ｎ
Ｄ
Ｃ
ｓ
に
含
め
る
べ
き
で
あ
る
と

主
張
し
た
う
え
、
途
上
国
に
よ
る
適
応

策
の
設
定
は
先
進
国
に
よ
る
支
援
の
提

供
が
前
提
と
な
る
こ
と
を
繰
り
返
し
た
。

ま
た
彼
ら
は
、
後
発
開
発
途
上
国
や
環

境
が
脆
弱
な
国
や
地
域
に
対
す
る
特
別

な
配
慮
と
支
援
を
要
求
し
て
い
た
。

ま
た
、
小
島
嶼
国
連
合
（A

lliance 
of Sm

all Island States

：
Ａ
Ｏ
Ｓ
Ｉ

Ｓ
）
は
海
面
上
昇
に
よ
る
国
土
の
喪
失

と
「
気
候
難
民
」
の
発
生
を
強
調
し
、

ア
フ
リ
カ
に
同
調
し
て
最
貧
国
と
脆
弱

な
国
に
対
す
る
特
別
な
配
慮
と
支
援
を

求
め
て
い
る
。
さ
ら
に
、
各
国
が
掲
示

し
た
二
〇
二
〇
年
ま
で
の
排
出
削
減
目

標
並
び
に
二
〇
二
〇
年
以
降
の
国
別
約

束
草
案
は
不
十
分
で
あ
る
と
し
、
更
に

野
心
的
な
も
の
に
す
べ
き
で
あ
る
と
主
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張
し
て
い
た
。

中
南
米
諸
国
が
中
心
と
な
る
「
ラ

テ
ン
ア
メ
リ
カ
・
カ
リ
ブ
独
立
連
合
」

（T
he Independent A

ssociation of 
Latin A

m
erica and the Caribbe‒

an

：
Ａ
Ｉ
Ｌ
Ａ
Ｃ
）
は
適
応
策
と
途
上

国
支
援
へ
の
重
視
を
強
調
す
る
と
と
も

に
、
同
地
域
が
抱
え
る
問
題
と
し
て
人

権
、
女
性
、
先
住
民
の
文
化
と
遺
産
に

対
す
る
配
慮
や
保
護
な
ど
の
文
言
を
加

え
る
よ
う
要
求
し
た
。
一
方
、
ボ
リ
ビ

ア
、
イ
ン
ド
、
マ
レ
ー
シ
ア
、
サ
ウ
ジ

ア
ラ
ビ
ア
な
ど
が
構
成
す
る
「
有
志
途

上
国
」（Like-M

inded D
eveloping 

Countries

：
Ｌ
Ｍ
Ｄ
Ｃ
）
は
、
Ｕ
Ｎ

Ｆ
Ｃ
Ｃ
Ｃ
で
定
め
ら
れ
た
「
共
通
だ
が

差
異
の
あ
る
責
任
お
よ
び
各
国
の
能

力
」
と
い
う
原
則
を
、
リ
マ
で
の
決
議

に
含
め
る
よ
う
重
ね
て
主
張
し
、
強
硬

な
姿
勢
を
崩
さ
な
か
っ
た
。

Ｃ
Ｏ
Ｐ
20
で
は
、
主
張
の
異
な
る
そ

れ
ぞ
れ
の
開
発
途
上
国
グ
ル
ー
プ
が
、

交
渉
の
終
盤
ま
で
自
ら
の
立
場
を
貫
き
、

議
長
草
案
に
修
正
を
求
め
て
い
た
。
Ｕ

Ｎ
Ｆ
Ｃ
Ｃ
Ｃ
は
コ
ン
セ
ン
サ
ス
方
式
で

決
議
を
採
択
し
て
い
る
た
め
、
す
べ
て

の
締
約
国
が
草
案
に
賛
同
す
る
ま
で
に
、

締
約
国
間
で
協
議
が
繰
り
返
さ
れ
た
。

協
議
の
末
、
議
長
草
案
は
ア
メ
リ
カ
、

Ｅ
Ｕ
、
中
国
な
ど
主
要
国
と
前
記
の
開

発
途
上
国
グ
ル
ー
プ
と
の
間
の
歩
み
寄

り
に
よ
っ
て
修
正
が
加
え
ら
れ
、
会
期

を
延
長
し
た
二
日
目
未
明
に
正
式
決
議

と
し
て
採
択
さ
れ
た
。

Ｕ
Ｎ
Ｆ
Ｃ
Ｃ
Ｃ
を
締
結
し
た
一
九
九

二
年
以
来
、
開
発
途
上
国
間
に
あ
る

「
責
任
と
能
力
の
格
差
」
が
大
き
く
広

が
っ
た
。
中
国
、
イ
ン
ド
、
ブ
ラ
ジ
ル
、

南
ア
フ
リ
カ
な
ど
は
、
経
済
が
著
し
く

成
長
し
て
き
た
新
興
国
と
し
て
台
頭
し

た
が
、
そ
の
一
方
で
経
済
水
準
が
低
く

貧
困
層
を
多
く
抱
え
る
国
々
も
ま
だ
多

く
存
在
し
て
い
る
。「
す
べ
て
の
締
約

国
」
に
約
束
や
行
動
を
求
め
て
い
る
新

枠
組
み
の
下
で
、「
共
通
だ
が
差
異
の

あ
る
責
任
お
よ
び
各
国
の
能
力
」
の
原

則
を
め
ぐ
る
認
識
の
差
異
は
、
先
進
国

と
途
上
国
間
の
み
な
ら
ず
、
途
上
国
の

間
で
も
隔
た
り
が
あ
る
。
リ
マ
会
議
を

経
て
、
各
締
約
国
は
パ
リ
合
意
に
向
け

て
、
と
り
あ
え
ず
国
際
交
渉
の
継
続
を

優
先
さ
せ
た
が
、
異
な
る
責
任
と
能
力

に
基
づ
く
衡
平
性
を
保
つ
た
め
の
議
論

は
、
パ
リ
で
の
交
渉
を
合
意
に
導
く
た

め
に
乗
り
越
え
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
最

大
の
壁
な
の
で
あ
る
。

●
各
国
が
狙
う
「
資
金
」、「
技
術

移
転
」
と
「
市
場
」

二
〇
一
〇
年
Ｃ
Ｏ
Ｐ
16
に
お
い
て

「
カ
ン
ク
ン
合
意
」
が
採
択
さ
れ
た
後
、

気
候
変
動
問
題
の
対
策
と
し
て「
資
金
」

お
よ
び
「
技
術
移
転
」
に
関
す
る
諸
制

度
が
設
置
さ
れ
、
関
係
国
は
こ
れ
ら
の

拡
大
を
図
っ
て
い
る
。
ま
た
、「
排
出

量
取
引
制
度
」
と
い
う
「
市
場
」
ベ
ー

ス
の
手
法
も
地
域
、
国
別
ま
た
は
地
方

政
府
に
次
々
導
入
さ
れ
、
制
度
間
の
相

互
連
結
を
目
指
し
て
い
る
。

前
述
の
Ｇ
Ｃ
Ｆ
は
、
開
発
途
上
国
に

お
け
る
緩
和
策
、
適
応
策
、
技
術
開
発
・

移
転
な
ど
を
推
進
す
る
目
的
で
、
基
金

規
模
を
二
〇
二
〇
年
ま
で
に
一
〇
〇
〇

億
ド
ル
ま
で
に
拡
大
さ
せ
よ
う
と
し
て

い
る
。
そ
の
た
め
、
開
発
途
上
国
か
ら

の
期
待
感
は
大
き
い
。
Ｇ
Ｃ
Ｆ
は
途
上

国
か
ら
の
拠
出
を
資
金
源
と
し
て
い
な

い
が
、
メ
キ
シ
コ
、
コ
ロ
ン
ビ
ア
、
ペ

ル
ー
な
ど
も
、
金
額
は
少
な
い
な
が
ら

図 1　「緑の気候基金」に対する国別拠出額（予定を含む）

（出所）UNFCCC、GCF によるプレース・リリースなどに基づき筆者作成。

表 2　CTCNのコンソーシアム・メンバー

2014 年 12 月現在：オフィスはデンマーク・コペンハーゲンに設置

国連環境計画

国連工業開発機構

アジア工科大学院（タイ）

The Energy and Resources Institute（インド）

The UNEP RISOE Centre （デンマーク）

The National Renewable Energy Laboratory（アメリカ）

GIZ 国際協力公社（ドイツ）

Fundacion Bariloche（アルゼンチン）

The Energy research Centre of the Netherlands（オランダ）

Agronómico Tropical de Investigación y Enseñanza（コスタリカ）

Council for Scientifi c and Industrial Research（南アフリカ）

国際アグロフォレストリー研究センター（ケニア）

The Environment and Development Action in the Third World（セネガル）

（出所）「気候技術センター・ネットワーク（CTCN）の概要」（Global Environment Centre 
Foundation）に基づき筆者作成。
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2015年「パリ合意」を目指す気候変動交渉―「すべての締約国」は、合意できるか？―

も
出
資
し
て
い
る
（
図
１
）。
日
米
な

ど
の
先
進
国
の
み
な
ら
ず
、
開
発
途
上

国
に
よ
る
貢
献
、
い
わ
ゆ
る
「
南
南
協

力
」
の
重
要
性
も
増
し
て
い
く
で
あ
ろ

う
。技

術
移
転
を
推
進
す
る
Ｃ
Ｔ
Ｃ
Ｎ
は
、

国
連
環
境
計
画
（
Ｕ
Ｎ
Ｅ
Ｆ
）
と
国
連

工
業
開
発
機
構
（
Ｕ
Ｎ
Ｉ
Ｄ
Ｏ
）
を
気

候
技
術
セ
ン
タ
ー
を
ホ
ス
ト
機
関
と
し
、

一
三
機
関
か
ら
な
る
「
コ
ン
ソ
ー
シ
ア

ム
・
メ
ン
バ
ー
」
に
よ
っ
て
構
成
さ
れ

て
い
る
（
表
２
）。
Ｃ
Ｔ
Ｃ
Ｎ
は
二
〇

一
四
年
か
ら
途
上
国
か
ら
の
要
請
の
受

付
を
始
め
た
が
、
今
後
は
よ
り
本
格
的

な
サ
ー
ビ
ス
を
提
供
す
る
た
め
に
、
各

国
か
ら
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
・
メ
ン
バ
ー
を

募
集
し
、
さ
ら
に
充
実
し
た
ネ
ッ
ト
ワ

ー
ク
の
構
築
を
図
っ
て
い
る
（
参
考
文

献
③
）。

市
場
ベ
ー
ス
の
手
法
に
お
い
て
は
、

排
出
量
取
引
制
度
の
拡
大
が
政
府
や
民

間
企
業
の
注
目
を
集
め
て
い
る
。
京
都

議
定
書
の
第
一
七
条
は
国
家
間
の
排
出

量
取
引
を
定
め
て
お
り
、
排
出
量
削
減

の
柔
軟
性
措
置
と
し
て
認
め
て
い
る
。

Ｅ
Ｕ
は
二
〇
〇
五
年
に
「
欧
州
連
合
域

内
排
出
量
取
引
制
度
」（
Ｅ
Ｕ
―
Ｅ
Ｔ

Ｓ
）
を
導
入
し
、
Ｅ
Ｕ
全
体
と
し
て
の

排
出
削
減
目
標
の
達
成
に
用
い
て
い
る
。

近
年
、
排
出
量
取
引
制
度
は
各
国
、
あ

る
い
は
一
国
内
の
地
域
や
都
市
に
次
々

導
入
さ
れ
て
い
る
（
表
３
）。
例
え
ば

中
国
は
二
〇
二
〇
年
削
減
目
標
の
達
成

に
向
け
て
、
国
内
七
つ
の
主
要
都
市
に

排
出
取
引
制
度
を
設
け
た
。
今
後
、
各

都
市
の
実
施
状
況
を
検
討
し
、
国
家
と

し
て
の
制
度
を
立
ち
上
げ
る
予
定
と
な

っ
て
い
る
。
国
内
の
排
出
量
取
引
制
度

は
Ｕ
Ｎ
Ｆ
Ｃ
Ｃ
Ｃ
な
ど
の
国
際
的
な
枠

組
み
に
よ
っ
て
規
定
さ
れ
て
い
る
わ
け

で
は
な
い
が
、
主
要
国
が
そ
れ
ぞ
れ
削

減
目
標
を
設
定
し
た
こ
と
に
よ
っ
て
、

今
後
も
国
別
排
出
量
取
引
制
度
の
導
入

や
、
ア
メ
リ
カ
の
カ
リ
フ
ォ
ル
ニ
ア
州

と
カ
ナ
ダ
の
ケ
ベ
ッ
ク
州
の
よ
う
な
地

域
間
の
市
場
連
結
が
各
国
に
お
い
て
検

討
さ
れ
る
で
あ
ろ
う
（
参
考
文
献
④
）。

●
む
す
び

二
〇
一
五
年
末
の
パ
リ
会
議
へ
の
道

の
り
は
平
坦
で
は
な
い
。
Ｉ
Ｎ
Ｄ
Ｃ
ｓ

の
方
針
と
内
容
や
「
共
通
だ
が
差
異
の

あ
る
責
任
お
よ
び
各
国
の
能
力
」
を
め

ぐ
る
議
論
は
、
今
後
の
国
際
交
渉
で
も

継
続
す
る
と
見
込
ま
れ
る
。
し
か
し
パ

リ
に
お
け
る
合
意
を
先
進
国
、
途
上
国

を
問
わ
ず
多
く
の
締
約
国
が
望
ん
で
い

る
。
新
枠
組
み
が
成
立
す
る
か
否
か
は
、

政
治
的
課
題
の
解
決
以
外
に
、
合
意
形

成
の
動
機
づ
け
と
な
る
「
資
金
・
技
術
」

や
「
市
場
」
な
ど
に
関
す
る
諸
制
度
の

更
な
る
強
化
に
も
大
き
く
か
か
わ
っ
て

い
く
と
思
わ
れ
る
。

（
ち
ぇ
ん　

ふ
ぁ
ん
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ぃ
ん
／
ア
ジ
ア
経

済
研
究
所　

法
・
制
度
研
究
グ
ル
ー
プ
）
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表 3　既存の主要な排出量取引制度（2014年1月現在）

地域・国・国内 実施年 GHGs 削減目標 適用範囲

EU-ETS
（欧州連合） 2005-2020 2020 年までに 1990 年

比 20%削減

EU27 か国、アイスランド、ノ
ルウェー、リヒテンシュタイ
ン。EU 域内 GHGs 排 出量の
43%をカバー

スイス 2013-2020 同上 複数の産業部門より 950 社

カリフォルニア州
（アメリカ） 2013-2020 2020 年までに 1990 年

排出量まで下げる

石油、ガスなどエネルギー産
業を対象とする。2015 年以降
にカリフォルニア州の排出量
の 85%に及ぶ

RGGI1)（アメリカ）2009-2018 2018 年までに
2014 年比 10%削減 発電所を対象とする

中国2) 2013-2020
2020 年までに GDPあ
たり排出量を 2005 年
比 40%～ 45%削減

国内の主要 7 都市に事業を実
施。2015 年全国取引制度を導
入する予定

ケベック州
（カナダ） 2013-2020 2020 年までに 1990 年

比 20%削減

ガス、石油などエネルギー産
業を対象とする。2014 年 1 月
カリフォルニア州制度と連結

韓国 2015-2026 2020 年までに BaU排
出量3) から 30%削減

490 排出事業者を対象とし、
排出量の 60%をカバー

ニュージーランド 2008-2020 2020 年までに 1990 年
比 10%～ 20%削減

森林、エネルギー産業（化石
燃料）、農業、製造業、運輸事
業など含む

東京都（日本） 2010-2019 2020 年までに 2000 年
比 25%削減 2010 年 9 月埼玉県制度と連携

（注） 1）RGGI: The Regional Greenhouse Gas Initiative, アメリカ北東部コネチカット、デラウェア、メイン、
メリーランド、マサチューセッツ、ニュージャージー、ニューハンプシャー、ニューヨーク、ロードアイランド、
ヴァーモントの 10 州が参加している。
 2）国内に7つの都市、北京、上海、湖北、広東、天津、重慶、深圳に排出量取引制度パイロット事業
が実施されている。
 3）BaU（Business as Usual）排出量は、排出量削減など対策を今後取らなかった場合の予測値を指す。
（出所）Fact sheet of Targets and Timelines for Emission Trade Schemes, The International Emissions Trading 
Association (IETA) に基づき筆者作成。




